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構造物等の竜巻風圧による損傷確率値を目標として設計竜巻風速を決定する方法を提案する。耐震設計分野

で提案されている性能目標ベースの設計地震動の設定法（ASCE/SEI 43-05 基準）を参考としたものであり、

風速の 2 乗を設計変数とした性能目標ベースの設計竜巻風速の設定方法を提案する。 
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1. 緒言 

現行の竜巻設計において、設計竜巻風速は防護施設等に対する竜巻風速の発生確率等を考慮して設定され

ているが、防護施設等の破損確率を考慮した場合、竜巻によるリスクは他の外部ハザードに比べて小さい可

能性がある。そこで、本研究では過度な保守性を排除するためのより合理的な竜巻設計手法の構築可能性に

ついて検討する。具体的には、Kennedy[1]が耐震設計分野で提案した性能目標ベースの設計地震動の設定法

（ASCE/SEI 43-05 基準）を参考に、構造物等の竜巻風圧による年間損傷確率値に基づいて設計風速を決定す

る方法を提案する。この方法では設計変数として風荷重と比例関係にある風速の２乗値を選定した。 

2. 設計竜巻風速の設定法と計算例 

まず、太平洋側の１点における竜巻風速 V の年超過確率 H(V)を TOWLA[2]によって求めた。次に、竜巻風

速 V の風圧荷重に対する構造物の耐力の確率密度関数 f(V)が、式(1)のように標準偏差、中央値 V50%の対数

正規分布に従うものと仮定し、構造物の年間損傷確率 Pfailを式(2)で求めた。 

2
50%

2

1 (ln ln )
( ) exp

22

V V
f V

V  
 

  
 

    (1)、                
0

( ) ( )failP H V f V dV


      (2) 

また、Kennedy[1]の方法と同様の考え方に基づき設計風速

VDと中央値 V50%の関係を=2として式(3)のように定めた。 
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 計算例では=0.3 と仮定し、図 1（青）に示す２種類（日本

版改良藤田(JEF)スケールと藤田スケール(F)に基づくもの）の

年超過確率 H(V)を用いて年間損傷確率 Pfailを計算した。その

結果を設計風速 VDの関数として図 1（赤）に示す。 

3. 結論 

評価対象物の年間損傷確率（性能目標）に基づく、より合

理的な設計竜巻風速の設定方法を提示した。 
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図 1 竜巻風速年超過確率（青）と年損傷確率（赤）
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